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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、ベンフォードの法則を用いて日本企業の財務諸表のエラーを測定
し、それに影響を与える要因を明らかにすることである。そのために、ベンフォードの法則で示されている数字
の出現頻度の理論値と財務諸表上の数字の実際の出現頻度との間の距離で財務諸表エラーを測定した。30年を超
える長期間の分析から、日本企業は平均的にベンフォードの法則に従って財務諸表を作成しているが、それには
エラーも含まれていることがわかった。また財務諸表のエラーには、企業の規模や収益性および支配構造が影響
している可能性が示された。さらに、財務諸表のエラーは会計ビッグバンを前後で変化している傾向も観測され
た。

研究成果の概要（英文）：This study aims to apply the mathematical theory of Benford's law to measure
 errors in the financial statements of Japanese firms and to clarify the factors that affect them. 
Specifically, the financial statement error is defined as the distance between the theoretical value
 indicated by Benford's Law and the actual frequency of figures on financial statements. A long-term
 analysis of over 30 years reveals that while Japanese firms prepare their financial statements 
according to Benford's Law, those also include some errors. Further analyses show that errors in 
financial statements are affected by the firm's size, profitability, and control structure. Finally,
 the errors in financial statements tended to change around the reform of the accounting system in 
the 2000s.

研究分野： 会計
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
ベンフォードの法則を財務データ分析に応用することで、事前のモデルの構築が必要とせずに財務諸表全体のエ
ラーを測定することができる。また、ベンフォードの法則に基づいた指標は、その理論的根拠が十分でありなが
らも、比較的容易に測定可能である。本研究は数学理論を用いて個別企業の財務諸表のエラーを測定した初めて
の検証であり、その応用可能性は学術的および実務的に含意がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 多くの研究者が財務情報の質に興味を持ち、それをどのように測るかに関して知見を積み重
ねてきた。その中心には利益の質が置かれおり、利益の持続性や会計発生高の質など様々な考え
方や計測モデルが提案されてきた。しかし、利益情報は企業財務情報の一つであり、特に、公正
価値情報など財務情報の意思決定有用性が重視されつつある近年の動向の下では、財務情報全
体の質をどのように考えるか（あるいは測るか）についての考察は、重要な研究課題の一つであ
ると考えられた。本研究ではベンフォードの法則（Benford’s law）の数学理論に基づき財務情
報のエラーを推定することで、財務情報全体の質とそれに与える要因分析を試みた。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、ベンフォードの法則を用いて日本企業の財務諸表のエラーを測定し、それに

影響を与える要因を明らかにすることである。さらに、その時系列変化についても分析を行う。
ベンフォードの法則とは、自然界における数字が一定の確率で出現することを示す数学理論で
あり、物理学、化学、天文学、経済学、ファイナンス、地理学、生物学や政府統計など実生活に
おける様々なデータセットがこれに従うことが知られている。 
ベンフォードの法則を財務データ分析に応用するメリットは次の 3 点にまとめられる。第 1

に、多くの先行研究が財務情報の 1 つである利益情報の質に焦点を当てているが、ベンフォー
ドの法則を用いると財務諸表全体のエラーを測定することができる。第 2 に、利益調整を発見
するためには、例えば異常会計発生高の抽出などのために事前にモデルを構築する必要がある
が、ベンフォードの法則を応用すると事前のモデルの設定などの必要がない。第 3 に、ベンフォ
ードの法則に基づいた指標は、その理論的根拠が十分でありながらも、測定は比較的容易である。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、ベンフォードの法則によって示されている数字の出現頻度の理論値と実際の出
現頻度との間の距離をもって、財務諸表エラーを測定する。これには大きく 2つのアプローチが
ある。1つ目のアプローチは、複数企業の特定勘定科目の2桁目に出現する特定の数字に注目し、
当該勘定科目のエラーを測定しようとするものである。たとえば、当期純利益が 290 百万円であ
った場合、実際には 10 百万円の違いにもかかわらず、それを超える利益の差を印象付けること
ができるため、企業は 300 万円に切り上げるインセンティブを持つ。したがって、企業がこのよ
うな切上げ行動を行なっているのであれば、利益の 2 桁目に出現する数字 0 の頻度は理論値よ
り高くなる一方で、数字 9の出現頻度は理論値より小さくなると考えられる。なお、ベンフォー
ドの法則では、2 桁目に 0 と 9 が出現する頻度の理論値として、それぞれ 12.0％と 8.5%が示さ
れている（Kossovsky, 2014）。本研究では、このアプローチに基づき、①日本企業の利益のエラ
ーを測定し、②それに影響する要因、および③時系列変化を分析した。 
 もう 1 つのアプローチは、個別企業の財務諸表に表示されるすべての勘定を用いて、個別企業
の財務諸表エラーを測定しようとするものである。具体的には、財務諸表上（貸借対照表、損益
計算書、キャッシュフロー計算書）の全ての勘定の 1桁目に現れる各数字について、その出現頻
度の理論値と実際の出現頻度との間の距離を測定する。なお、ベンフォードの法則で示された、
1桁目に 1から 9までが出てくる頻度の理論値は 30.1%、17.6%、12.5%、9.7%、7.9%、6.7%、5.8%、
5.1%、4.6%である（Kossovsky, 2014）。そして、1桁目に現れる各数字について測定した距離の
平均値（Mean Absolute Deviation、以下、MAD）を計算した。この MAD 値は理論で示された数字
の出現頻度から実際の出現頻度が平均的にどのくらい離れているかを表す指標であり、MAD 値が
高いほど財務表のエラーが多いことを意味する。本研究では、このアプローチに基づき、①日本
企業の個別財務諸表エラーを測定し、②それに影響する要因、および③その時系列変化について
の分析を行った。 
  
４．研究成果 
(1) 財務諸表エラーの測定 
 まず、1つ目のアプローチに基づき、1983 年度から 2015 年
度までの期間において、単体の当期純利益と連結の当期純利
益の両方が入手可能な一般事業会社 61,022 の観測値を用い
た分析を行なった。その結果、日本企業の利益は概ねベンフ
ォードの法則で示された理論値に似た分布を見せているこ
とが明らかになった。しかし、分析結果は、0 の出現頻度は
理論値より統計的に有意に高い一方で、9 の出現頻度は理論
値より統計的に有意に小さいことも同時に示した（図表 1）。 
  

図表 1 当期純利益の 2桁目の出現頻度 
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続いて 2つ目のアプローチに基づき、1983 年度から 2015 年度までの期間において単体と連結
財務諸表の両方が入手可能な一般
事業会社 70,607 の観測値を用い
て、その財務諸表エラーを測定し
た。その結果、日本企業の財務諸表
の 1 桁目の数字は平均的にベンフ
ォードの法則に従っていることが
わかった（KS 検定は分析サンプル
の約 95%がベンフォードの法則に
従った財務諸表を作成してること
を示していた）。さらに、財務表別
分析からは、損益計算書のエラー
が貸借対照表のそれより大きいこ
と、貸借対照表のエラーは連結が単    図表 2 連結財務諸表の 1桁目の出現頻度 
体より大きい一方で損益計算書のエ    
ラーは単体が連結より大きいことが示された。また、分析した財務表の中では、単体損益計算書
のエラーが最も大きいことも明らかになった。 
 
(2) 財務諸表エラーに影響を与える要因 
 2 つ目の分析として、日本企業の利益および財務諸表のエラーに影響を与える要因を分析した。
まず 1 つ目のアプローチに基づき測定した利益のエラーに関する分析から、利益の 2 桁目に出
現する 0（9）が理論値より多い（少ない）傾向は、連結の当期純利益よりは単体の当期純利益に
おいて、また、赤字企業よりは黒字企業において、そして、規模の大きい企業においてより顕著
に観察された。このことから、日本企業の利益のエラーは、企業の規模や収益性および企業構造
が影響している可能性が示された。 
 続いて 2 つ目のアプローチに基づき測定した個別企業の財務諸表のエラーに影響を与える要
因を分析したところ、子会社数が多く、海外子会社が存在するほど連結財務諸表のエラーが大き
くなるが、非支配株主持分が多いほど連結財務諸表のエラーは小さくなることがわかった。連結
子会社や海外子会社が多いと会計単位が多くなるのに加え、決算期や通貨の違いなど連結手続
きの複雑さや連結子会社を通じた利益調整などによって財務諸表のエラーが増える可能性があ
る。一方で、非支配株主のモニタリングによってこのエラーは減少する可能性があることも明ら
かになった。 
 企業の意図的な行動によって財務諸表のエラーが増加している可能性を深掘りするために、
多くの研究によって分析されてきた利益調整行動に注目し、それと財務諸表エラー間の関係に
ついても分析を行なった。1984年度から2017年度までの70,607の観測値を用いた分析の結果、
技術的利益調整と実質的利益調整のいずれも財務諸表エラーと正の相関を示すことがわかった。
しかし、興味深いことに、このような関係は利益増加型の利益調整においてのみ観察されること
も明らかになった。これらの結果は、利益調整の程度が高い企業ほど、特に利益を増加させる利
益調整の程度が高い企業ほど、財務諸表のエラーが高いことを意味する。 
 
(3) 財務諸表エラーの時系列変化 
最後に、日本企業における利益および財務諸表のエラーの時系列変化を分析した。その結果、

分析に用いた期間で特にこれらのエラーが顕著に変化した年度はなく、世界金融危機などのマ
クロ環境の変化が企業の財務情報エラーに強い影響を与える証拠を見つけることができなかっ
た。一方で、1999 年 4 月以降開始する会計年度から連結財務諸表中心主義への移行を始めとし
た様々な会計制度の変革（以下、会計ビッグバン）が行われた日本の制度背景を踏まえ、会計ビ
ッグバンがこれらに与えた影響を分析したところ、会計ビッグバン後の期間において単体利益
のエラーが減少した可能性が示された。また、個別企業の財務諸表エラーを用いた分析からは、
単体財務諸表、連結財務諸表ともに 1999 年度付近からそのエラーが低下している様子が読み取
れた。しかし、会計ビッグバン前の期間に比べてビッグバン後の期間において、連結損益計算書
のエラーは増加していることも読み取れた。利益調整が行われるほど財務諸表のエラーが増え
るとの分析結果と併せて考えると、会計ビッグバンによって連結中心主義へと移行したことに
より、連結利益における利益調整が顕著になった可能性があると解釈できる。 
 
＜参考文献＞ 
Kossovsky, A. E. 2014. Benford’s law: Theory, the general law of relative quantities, 
and forensic fraud detection applications. World Scientific. Singapore. 
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